
資料１ 

ＳＤＧｓの推進に係る協定の締結について 

 

●背景及び目的 

 令和２年７月、本市は内閣府よりＳＤＧｓ未来都市の選定を受けると同時に提案内容が

先進的で他自治体のモデルになるとの評価を受け、自治体ＳＤＧｓモデル事業にも併せて

選定された。 

モデル事業では、地域に雇用を生み稼ぐ仕組みの確立を目指し、雇用のミスマッチの解消

に繋げるための新たな産業として、廃車となるハイブリッド車両からリユースする部品を

回収し、リマニュファクチャリング（使用済み製品の再生）する「ハイブリッドリユース事

業」を地元事業者に技術指導を行いながら育成し、再製品化したＥＶ（電気自動車）を活用

した移動支援の取組みを産学官民連携で推進し、循環型社会の形成を目指すこととしてい

る。 

事業推進にあたっては、モデル事業のステークホルダーでもあり、当該技術を開発しその

ノウハウをマニュアル化した豊田通商（株）協力の下、地元事業者及び地元大学の技術の習

得に向け連携を図る必要があるが、先般、同社より連携協定締結の提案があり、同社が持つ

リソースを最大限活用できる体制を構築することで、モデル事業のより一層の推進と地域

の新しい産業の創出が期待できる。 

以上のことから、相互の連携・協力関係を深め、地域に雇用を生み稼ぐ仕組みの確立とＳ

ＤＧｓの達成及び石巻市ＳＤＧｓ未来都市の実現を目指していくもの。 

 

●これまでの経過 

 令和２年１２月１日  豊田通商（株）とＳＤＧｓの推進に係る協定の締結 

 

●主な内容 

 １ 連携事項 

  (1) 地域に雇用を生み稼ぐ仕組みの構築に関すること 

  (2) 未来技術の活用及びＩＴ人材の育成に関すること 

  (3) 地域コミュニティによる支え合いの推進に関すること 

(4) 低炭素社会の実現に関すること 

  (5) その他、ＳＤＧｓの普及啓発及び達成に向けた取組に関すること 

 

 ２ 協定締結期間 

  協定締結の日から令和３年３月３１日まで（その後は１年ごとに更新）とする。 

 



自治体ＳＤＧｓモデル事業名： コミュニティを核とした 持続可能な地域社会の構築 提案者名：宮城県石巻市

経済 社会

相乗効果
（経済→環境）

ハイブリッドリユース事業による資源の
有効利用及び温室効果ガス排出抑制

（環境→経済）
100％自然エネルギーのグリーンス

ローモビリティ活用による環境に配慮し
た新産業の創出

〇地域交通情報アプリケーション（ローカル
版MaaS）を活用した地域カーシェアリングの
運用
・IoT/ICT技術による公共交通と地域カー
シェアリングの結び付け
○コミュニケーションロボットによる高齢者
支援
・会話形式の動的支援によるデジタルデバイ
ドの解消
・高齢世帯へ設置し、相談支援を行うととも
に、地域交通情報アプリケーション（ローカ
ル版MaaS）との連携により外出機会を創出
・学生がロボットを組み立て高齢者宅へ配置
・コールセンターによる相談支援を併用

○ハイブリッドリユース事業の展開
・豊田通商㈱と地元事業者が連携し、ハイブ
リッド基幹ユニットをリユースし、電気自動
車（グリーンスローモビリティ）として活用
・新産業創出による雇用の拡大

○グリーンスローモビリティの活用
・ハイブリッドリユース事業で生産された電気自動車（グリーンス
ローモビリティ）を、コミュニケーションロボットを通じて高齢者
が使用
・太陽光電池を搭載した非接触給電ステーションの設置により、
100％自然エネルギーによるグリーンスローモビリティを実現
・新たに整備した新市街地（新蛇田地区）で実証実験を行い、その
後、半島沿岸部、市全域への展開と将来的な自動運転化を目指す。

・地域交通情報アプリケーションの構築

・グリーンスローモビリティ（ハイブリッド

リユース）の活用

・コミュニケーションロボットの活用

＜取組課題＞
東日本大震災に起因した半島沿岸部及び
新市街地における高齢者の孤立防止と新た

な移動手段の構築

＜取組課題＞
新産業の創出等による、

地域に雇用を生み稼ぐ仕組みの構築

相乗効果
（環境→社会）

グリーンスローモビリティ活用による
高齢者の外出機会の創出及びコミュ
ニティの活性化

（社会→環境）

積極的な啓発活動による環境人材
の育成

ハイブリッド
ユニット
の回収

リビルド

再製品化販売メンテ
ナンス

環境

取組内容の概要：公共交通と地域カーシェアリングを結び付ける地域交通情報アプリケーション（ローカル版MaaS）を活用し、グリーンスローモビリティを地域の支え
合いによる新たな移動手段として確立する。また、未来技術を搭載したAIロボットを高齢者と地域を繋ぐ新たなコミュニケーションツールとし、高齢
者の孤立防止等を図る。

2020年度自治体ＳＤＧｓモデル事業提案概要（提案様式３）

＜取組課題＞
環境にやさしい低炭素社会の構築

グリーンスローモビリティを活用した
協働による新たな移動手段の構築事業

（社会→経済）

高齢者等の外出機会の創出による
消費拡大

相乗効果
（経済→社会）

新産業創出に伴う移動手段の利便
性向上

三側面をつなぐ統合的取組


